
- 1 - 

鳥取市人材育成基本方針

[平成２８年３月改訂] 

鳥 取 市 



- 2 - 

目 次 

Ⅰ 人材育成基本方針改訂の背景とその必要性・・・・・ １

～ 

１． 人材育成基本方針の改訂に至る背景 

２． 人材育成基本方針策定の目的と必要性 

３． 改訂のポイント 

Ⅱ 求められる人材・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５～ 

１． めざす職員像 

２． 求められる基本的な意識・能力 

３． 果たすべき使命 

Ⅲ 人材育成の方策・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11～ 

１． 職員研修における人材育成 

（１）職場研修 

（２）職場外研修 

（３）自己啓発 

（４）人事交流 

２． 職場環境における人材育成 

（１）職員の意識改革 

（２）ワーク・ライフ・バランス 

（３）健康管理 

（４）執務環境管理 

３． 人事制度における人材育成 

（１）職員採用 

（２）配置管理 

（３）人事評価制度 

（４）再任用制度 



- 3 - 

Ⅰ 人材育成基本方針改訂の背景とその必要性 

1.人材育成基本方針の改訂に至る背景 

本市は、平成１６年１１月、近隣８町村と合併し、山陰地方初の２０万都

市として、市域の一体的発展と各地域の個性や魅力を生かした特色あるまち

づくりを進めてきました。 

この間、合併によるスケールメリットを生かした行財政運営を行うため、

事務事業・組織機構の見直し、民間委託の推進のほか、平成１８年６月に改

訂した「新鳥取市人材育成基本方針」に基づく人材育成の取組を実施すると

ともに、「鳥取市定員適正化計画」による職員数の適正化に取り組んできまし

た。 

 地方分権の推進による権限の拡大や、少子・高齢化や人口減少社会の進行

に対応するための地方創生への取組など、国や地方を取り巻く状況が大きく

変化していく中、本市が将来にわたって持続可能な発展を続けていくために

は、自主性・自立性の高い行政運営を行うとともに、市民と行政はもとよ

り、まちを構成する様々な主体と協働し、創意工夫により地域の特性を活か

したまちづくりを進めていくことが必要であります。 

また、本市は平成３０年４月に中核市へ移行することとしていますが、併

せて、山陰東部圏域全体をけん引する中心都市として、その発展の核になる

役割が期待されているところであり、社会経済情勢の変化、市民ニーズの多

様化などに柔軟かつ的確に対応できるよう組織体制を強化することが重要で

あります。 

職員を取り巻く状況がこのように大きく変わっていく中、これまで以上

に、新たな課題に対応できる知識・能力を備え、具体的な成果をあげること

のできる人材を育成していくことが必要であり、これまでの方針を継承した

うえで、本市職員の人材育成の方向性をより明確にし、職員の能力及び資質

の向上を図り、持てる能力を最大限に発揮できる職場風土の形成に組織全体

で取り組むため、このたび「鳥取市人材育成基本方針」を改訂することとし

ました。
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行政をめぐる変化 

◆地方分権の進展 

◆地域主権改革 

◆公務員制度改革 

◆健全な財政の維持 

働く環境をめぐる変化 

◆市民ニーズの多様化、高度化、複雑化 

◆任用形態の多様化 

社会環境の変化 

◆人口減少の加速と高齢化社会の進行

◆経済情勢の低迷、雇用形態の変化 

◆地球温暖化、エネルギー問題の深刻化 

◆市民活動の活発化 

◆自然条件の変化に伴う災害リスクの拡大

価値観の変化 

◆ワーク・ライフ・バランス意識の高まり 

◆女性の活躍推進 

自律性の高い行政運営 

効率的な行政運営 

能力・実績に基づく人事管理 

社会の急速な変化への対応 

多様な人材の活躍推進 

「協働」の意識 

危機管理 

専門性の向上 

積極的な情報公開 

職員の健康管理 

仕事と家庭生活の調和 

鳥取市を取り巻く環境の変化
これからの鳥取市に

求められるもの
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２．人材育成基本方針策定の目的と必要性

人材育成の目的は、「職員一人ひとりの資質の向上」にあります。さらには

職員同士が連携することにより、「組織力の向上」を図り、最終的に「市民サ

ービスの向上」へつなげていくことを目指しています。 

本市における人材育成の基本は、職員一人ひとりが「めざす職員像」に向け

て目標を設定し、自ら取り組むとともに、市は、「組織力を向上」するため職

員個々の取組を支える仕組みづくりを強化し、組織全体で「人材育成の土壌」

を育んでいくことです。 

また、ワーク・ライフ・バランスを推進し、職員の生活と心身の健康の保

持・推進を図るとともに、計画的で実効的な人材育成を継続していくことも必

要です。 

    職場全体で人材育成を推進することは、職員一人ひとりの業務に対する知

識や意識を高め、行政サービスのプロフェッショナルとしてより良い業務遂行

にもつながるとともに、職員個人にとって、業務そのものへのやりがいや働き

がいにもつながるものと考えます。 

求められる意識・能力 

めざす職員像

果たすべき使命 

○部長級 

○次長級 

○課長級 

○課長補佐級 

○係長級 

○主任級 

○主事級 

組織全体で「人材育成の土壌」を育み、 

求められる意識・能力を高めていく 

職
員
研
修

イメージ図 

人
事
制
度

職
場
環
境

市民サービスの向上

行政サービスのプロフェッショ

ナルとして、職員同士が連携！ 

組織力の向上 
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３．改訂のポイント

これまでの方針による「職員研修の充実」、「職場の環境づくり」、「適正な人

事管理の推進」などの具体的な取組については、一定の成果を上げているとこ

ろです。これらの取組は、長期的視点で継続的に実施していく必要があり、今

後も引き続き実施していきます。加えて、地方自治体を取り巻く状況の変化や

職員の職階別の課題を踏まえ、その解決に向けた新たな取組を進めていきま

す。 

今回の基本方針については、前回方針の取組項目を基本的に継続して行うと

ともに、新たに職階ごとの「果たすべき使命」を示し、職員一人ひとりの資質

の向上に向けて実施していくものです。 

   ポイント１ 

  ○「めざす職員像」の見直し 

新規採用職員から管理職員まで、全職員が共有し理想とする職員像へ見直、人

材育成の目標とします。 

   ポイント２ 

  ○「求められる基本的な意識・能力」の明確化 

全職員に必要な意識、個別の能力を明確化し、人材の育成を図ります。 

   ポイント３ 

  ○「果たすべき使命」を設定 

   各職階に応じて果たすべき使命、身につけておくべき能力を示し、人材の育

成を図ります。 

（平成２９年１０月「職員行動指針」改定）  

☆Ｓtaff Ｑuality ＣＲＥＤＯ（職員行動指針） 

私たちは、常に資質の向上に努めます。 

私たちは、常に広い視野をもって仕事の改善・改革に取り組みます。 

私たちは、“選ばれるまち鳥取市”を目指し、失敗を恐れず新たな課題に挑戦し続けます。 

私たちは、目標を共有し、活気にあふれた職場環境をつくります。 

私たちは、チームワークを大切にし、笑顔あふれる職場をつくります。 

私たちは、市民から信頼され、愛される職員を目指します。 

私たちは、常に市民の視線に立ち、誠実かつ公正な行動に努めます。 

私たちは、迅速丁寧な市民対応を心がけます。 

私たちは、鳥取市の魅力を発信します。 

私たちは、地域の活動に積極的に参加します。 
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Ⅱ 求められる人材

１．めざす職員像 

公務員としての使命を自覚し、自らの能力・意識の向上に努める職員 

◆高い倫理観を持ち、コンプライアンスや人権を常に意識し、市民のために職務を遂行する 

ことができる職員 

◆市民の方々はもちろん、様々な人々と関わる中で、相手が誰であっても傾聴し豊かなコミ

ュニケーション能力を持ち、誠意を持って説明責任を果たすことができる職員 

◆自らの業務を遂行するだけではなく、その遂行により得た知識・技術をもとに、部下や後

輩の指導・育成ができる職員 

◆上司・部下ともに報告・連絡・相談を行い、信頼関係を保つことができる職員 

社会環境の変化を迅速・的確にとらえ、積極的に行動する職員 

◆社会環境の変化や多様な市民ニーズを敏感かつ的確にとらえ、コスト意識とスピード感 

を持って、積極的に事務改善・改革に取り組むことができる職員 

◆前例踏襲にとらわれず、様々な課題を自ら発見するとともに、創意工夫により主体的に 

考え積極的に行動することができる職員 

◆長期的な視野に立って将来の鳥取市の姿を描くことができる職員 

◆基本的なデジタルツールを使いこなすとともに、ツールを活用した業務の改善・最適化 

 が自発的にできる「デジタル職員」 

鳥取市を愛し、市民と協働する職員 

◆自ら進んで、市民と一体となり地域の課題を解決することができる職員 

◆豊かな郷土愛を持ち、鳥取市の魅力を発見・発信できる職員 

行政サービスのプロフェッショナ

ルとして、魅力的で誇りの持てる鳥取

市の実現のため、すべての職員が次に

掲げる職員像を理想とし、人材育成

の目標とするものです。

また、それら目標を踏まえ、自ら

積極的に考え行動する職員を

組織全体で育んでいきます。

公務員としての
使命を自覚し、
自らの能力・意
識の向上に努め
る職員

鳥取市を愛し、
市民と協働す
る職員

社会環境の変
化を迅速・的
確にとらえ、
積極的に行動
する職員

めざす

職員像

（令和 6年 4月「社会環境の変化を迅速・的確にとらえ、積極的に行動する職員」一部改訂） 
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意　識 内　　容

 報告・連絡・相談
 上司、部下、同僚および関係者に対して、適宜・的確に
 報告、連絡、相談する意識

 規律・倫理  社会のモラルや職場の規律を遵守する意識

 お互い協力しながら職場、地域等で良好な関係に努め

 ようとする意識

 現状に満足することなく、困難な状況でも、常に前向

 きに取り組む意識

 スピード感、コスト意識を持ち、行動・業務改善・

 改革に取り組む意識

 責任感  他に責任転換することなく、信念を持ち職務に臨む意識

 市民対応  市民に対して誠実に対応する意識

 お互いの人権が尊重され、偏見と差別のない社会を

 目指す意識

 鳥取市の自然や歴史、文化などを深く理解し、魅力を

 発信し、さらに後世に引き継ごうとする意識

 協調性

 積極性

 コスト意識

 人権意識

 郷土愛

２．求められる基本的な意識・能力 

社会の動きや時代の変化を読み取り、常に問題意識をもって課題を発見する

とともに、最善の解決方法を見出し、積極的に課題解決へのチャレンジをして

いくためには、多岐にわたる能力や意識が職員に求められます。 

求められる基本的な意識・能力については、職階に関わりなく全ての職員に

必要ですが、職階が上がれば、下位の職員の模範となるよう、その質はより高

いレベルを求められます。 

この意識、能力は人事評価制度とリンクし、育成していくこととしており、

求められる基本的な意識、能力は次のとおりです。 

■求められる基本的な意識 
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内　　容

 職務遂行力  職務を正確かつ迅速に処理する能力

 職務を遂行していく上で必要な知識・技術の活用に

 係る能力

 部下の能力、適性を把握し、適時、適切な動機づけ

 を行う能力

 不測の事態を日頃から想定し、冷静かつ的確に対応

 する能力

 目標に向かって、組織を効率的に束ねるマネジメント

 能力

 課題発見力  市民ニーズを的確に読みとり、課題を発見できる能力

 踏まえるべき法律等熟知し、必要に応じて新たな

 条例・規則等策定できる能力

 課題を把握し、その解決のため有効な方策を企画・

 立案する能力

 情報や状況分析に基づき、適切に政策遂行につなげ

 る能力

 円滑な政策遂行のため市民への説明責任能力並びに

 結果に対する冷静な対応能力

 課題の本質を的確に把握し、その解決のために最も

 効果的な手法を見出す能力、また機を逸せず決定し

 実行させる能力

 理解力  市民や上司からの依頼や支持を的確に把握する能力

 自分の立場や意思を文章や口頭で明確に伝え理解さ

 せる能力

 包容力  部下や後輩のやる気を起こさせるようにしていく能力

 リーダーシップ  組織をとりまとめていくリーダーシップ能力

 自らの役割を認識した上で、自分の考えを立場の異な

 る相手に伝え、理解させ調整することができる能力

能　力

業
務
遂
行
能
力

 職務専門力

 職務指導力

 危機管理力

 政策決定力

対
人
関
係
能
力

 表現力

 折衝・調整力

 管理統率力

政
策
形
成
能
力

 政策法務力

 政策立案力

 政策分析力

 政策責任力

■求められる基本的な能力 
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３．果たすべき使命 

職員に必要な能力や意識は多岐にわたりますが、職階によっても必要とされ

る質や程度に違いがあります。組織として最も機能的に業務を進めていくた

め、職階があり、それぞれの職員が職階に応じて果たすべき使命（役割）を持

っています。 

この使命を明確にすることで、職員一人ひとりがそれぞれの職階における役

割を十分に果たし、時にはその役割を超えた挑戦をすることで、組織力を高め

ることができます。 

職階 果たすべき使命 具体的な役割

一般職員として
 上司等への報告、連絡、相
談を常に行い、その指示に従
いながら担当する業務を正確
かつ迅速に処理をする。
 また、市民応対について的
確な説明力を身に付ける。

●基本的な知識と倫理を備える。
●同僚、先輩、上司と適宜相談・報告
 等をしながら担当職務を確実に遂行
 する。
●失敗を恐れることなく、市民の目線
 にたって仕事に取り組む。

業務遂行の中心として
 上司の指示を受け、自ら計
画的にスケジュール管理を行
いながら、専門的な知識や技
術を習得し着実な成果を達成
させる。
 また、常に、問題意識を持
ち、業務改善に取り組む。

●専門能力と実行能力を駆使し、積極
 的に課題に取り組む。
●常に問題意識を持ち、前例にとらわ
 れることなく必要な改善・改革を上
 司に進言する、若しくは自ら実行す
 る。
●一般職員の先輩として良き相談・指
 導役となるよう努める。

係の先頭にたって
 係員が計画的かつ効率的に
行動できるよう常に課内の状
況を把握するとともに、係員を
適宜指導、調整し、係の所管
業務の進行管理を行う。
 また、自らも積極的に課題発
見、課題解決能力を身に付け
る。

●目標達成に向けた具体的な政策立案
 や課題解決を行う。
●係内を的確にマネジメントし、良好
 な職場環境を保持する。
●係員とコミュニケーションを図りな
 がら指導・育成を行うとともに、必
 要に応じて上司に助言・進言を行う。
●係内の危機管理体制の整備と対応を
 意識する。

主

事
級

主

任

級

係
長

級

【役職定年者】
管理職員の経験と知見を活
かして、所属運営の円滑化を
図るとともに、その使命を自覚 
する。 

●管理職員の経験と知見を活かし、部下
【役職定年者】

の育成・指導に積極的に努めるととも
に、上司への助言・進言を行うことに
より所属運営の円滑化に積極的に関与
する。
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職階 果たすべき使命 具体的な役割

課長の補佐役として
 課長を補佐し、課内職員
が一丸となって行動するよ
うリーダーシップを発揮
し、課長指示、所管業務の
進行管理及び困難な事務処
理を行う。

●必要な政策立案と政策分析を行う。
●目標達成・課題解決に向け、担当組織
 を的確にマネジメントし、組織の総合力
 を最大限引き出す。
●所管業務の進捗管理を行う。
●所属職員の能力を適正に把握し、指導育
 成する。
●課内の危機管理体制の整備と対応を常
に意識する。

課の責任者として
 常に部局内の状況を把握

するとともに、市の方針に
基づいて、その長として課
レベルでの中・長期的な視
点に立って職務を遂行する。
 責任の範囲内で経営資源
を効果的にマネジメント
し、高度な専門知識や情報
を持ち、所管する業務の目
標を達成するため、部下を
指揮しながら政策形成に結
びつける。

●必要な政策立案と政策分析を行う。
●目標達成・課題解決に向け、担当組
 織を的確にマネジメントし、組織の
 総合力を最大限引き出す。
●所属職員の能力を適正に把握し、指
 導育成する。
●課内の危機管理体制の整備と対応を
 常に意識する。

政策決定に関与する幹部
職員として
 部長を補佐し、長期的・全市
的な視点に立って職務を遂行
する。
 政策形成では、高度な専門
知識と経営感覚を持ち、所属
部門の管理運営を行うととも
に、市民への説明責任を果た
す。

●担当部局の政策課題の設定、政策形
 成及び政策を実行する。
●組織力を最大限に発揮させ、円滑に
 政策を遂行することができるよう、
 担当部局の状況をよく把握し、リー
 ダーシップを発揮する。
●担当部局の危機管理体制の整備と対応
 を常に意識する。

政策決定に直接関与する
幹部職員として
 市政の推進者として、市
政全体を俯瞰し、部レベル
での長期的視点に立って職
務を遂行する。

 政策形成では、高度な専
門知識と経営感覚を持ち、
部の統括責任者として適切

な部の運営を行うととも
に、市民への説明責任を果
たす。

●担当部局の政策課題の設定、政策形
 成及び政策実行の意思決定を行う。

●担当部局全体に上記の内容を明示する。
●組織力を最大限に発揮させ、円滑に
 政策を遂行することができるよう、
 担当部局の状況をよく把握し、リー
 ダーシップを発揮する。

●担当部局内外の危機管理体制の整備

 と対応を常に意識する。

部

長
級

課

長

補
佐
級

課
長
級

次

長
級

【役職定年者】
管理職員の経験と知見を活
かして、所属運営の円滑化を 
図るとともに、その使命を自覚 
する。 

【役職定年者】
●管理職員の経験と知見を活かし、所属職
員の指導育成に積極的に努めるとともに、
上司への助言・進言を行うことにより所
属運営の円滑化に積極的に関与する。

（令和 5年 4月「係長級」「課長補佐級」一部改訂） 
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主事級 主任級 係長級
課長

補佐級
課長級 次長級 部長級

職務遂行力

職務専門力

職務指導力

危機管理力

管理統率力

課題発見力

政策法務力

政策立案力

政策分析力

政策責任力

政策決定力

理解力

表現力

包容力

リーダーシップ

折衝・調整力

能力

業
務
遂
行
能
力

政
策
形
成
能
力

対
人
関
係
能
力

次の表は、職員が効果的かつ効率的に仕事を行うため、職階ごとに身につけ

ておくべき能力の目安として示す標準的な職務能力の一覧です。 

昇任時の階層別研修では、昇任を機に新たな職階で求められる能力について

研修を行いますが、この能力は仕事を通じて獲得し、伸ばしていくことが前提

です。 

    人事評価制度では、一人ひとりの仕事ぶりについて、次に示す「能力」に

加え、仕事の「業績」に基づいて評価を行っています。人事評価の目的は、

所属長（評価者）が職員（被評価者）に対し、職員として果たすべき使命や

仕事の成果に対する期待とその結果を示し、組織貢献と成長を促すことで

す。 

    これらの能力は、すべての職員に必ずしも均一に備わっていることを要求

するものではありませんが、一人ひとりが持てる強みを発揮し、その強みを

合わせることによって、組織力を高めていくことを目指しています。 



- 11 - 

Ⅲ 人材育成の方策 

１．職員研修における人材育成

（１）職場研修（OJT）
仕事に直結する能力開発には、特別な経費を必要とせず、職員個人の特性

に応じたきめ細かな個別指導や、日常的、継続的な指導が可能である職場研修

（OJT）が最も実践的、効果的な方法であるといえます。

職場内での職務に対する共通認識と相互理解を図るため、定期的に職場ミー

ティングを開催するよう働きかけるほか、研修やセミナーを受講した職員が研

修成果の報告する機会を設定するなど、職場内での知識の共有と職場のレベル

アップを図ります。

また、新規採用職員へのメンター制度を取り入れます。メンター（助言者）

となる先輩職員にとっても、後輩を育成する中でマネジメントの基礎を学ぶこ

とができ、相乗効果での人材育成が期待されます。

（２）職場外研修（Off-JT）
職員が、業務の専門性を高め、多様化する行政ニーズに応えるとともに社会

の変化に的確に対応するために、職場外研修を実施します。

職場外研修は、県職員人材開発センター研修の階層別研修、市町村アカデミ

ー等の専門研修、自治大学校等の派遣研修等で実施します。

研修で得たこれらの専門的かつ高度な知識や技術、培った高いモチベーショ

ン、人脈等を職場に持ち帰り職務に還元することで、職場全体の意識向上を図

ります。

【取組例】

●目標管理・能力向上のプロセスを上司と共有

●職場ミーティング・職場研修の充実と活用

●職場単位での研修成果報告の実施

●メンター制度の実施

【取組例】

●県職員人材開発センターにおける階層別の年次計画的な研修

●市町村アカデミー等の専門的かつ高度な政策立案型等の研修

●自治大学校、国土交通大学校等の派遣

●国内外の姉妹都市等への派遣
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（３）自己啓発

能力開発の基本は自己啓発です。職場外研修や職場研修をより効果的なもの

にするためにも、職員個々の自己啓発意識は非常に重要です。

組織全体で学習する風土をつくるために自己啓発を奨励し、自ら学ぶ環境づ

くりに努めるとともに、業務に必要な資格の取得など、職員の資質向上のため

の成果が出せるよう支援を行います。

また、所属長には、所属職員の担当業務や能力等を勘案して適切な研修科目

を選定し、参加を促すことが求められます。原則として、すべての職員に県職

員人材開発センターにおける能力開発型の参加を促し、「研修受講のルーチン

化」を図ります。

（４）人事交流

国や県等に職員を派遣し、本市とは異なる組織の業務を経験させることによ

り、自身の能力を高めようとする意欲や意識の向上を図ります。

また、これと並行して、国や県、民間企業等から職員を受け入れ、その優れ

た能力や知識に触れることで、職員の意欲を引き出していきます。

２．職場環境における人材育成

（１）職員の意識改革

職員一人ひとりが「果たすべき使命」をしっかりと自覚し、何のために働い

ているのかという目的・目標を十分に理解し、認識できる体制を整えます。

何のために目の前の仕事をしているのかを理解することで、業務に対する

意欲の向上や業務改善行動へと結びつけていきます。

また、職員一人ひとりの学ぶ意欲を刺激し、組織全体で学び合おうとする風

土へつなげるとともに、新たな取組にチャレンジした成果を適正に評価する

ことで、チャレンジを支援する風土を醸成していきます。

【取組例】

●県職員人材開発センターにおける能力開発型の研修受講の積極的参加を促す

●通信教育講座の情報提供と補助金交付による支援

●業務に関する資格取得のための情報提供と補助金交付による支援

●職場ミーティングや職場研修で自主性、学習意欲を高める組織の風土を醸成

する

【取組例】

●国や県、他団体等への職員派遣

●国や県、他団体等からの職員受入
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（２）ワーク・ライフ・バランス

自分の能力を最大限に発揮するためには、職員が地域や家庭で生活する一人

の人間として、その生活が充実していることが重要です。

ワーク・ライフ・バランスを実現していくには、業務の効率化が不可欠で、

現在の働き方、働くことへの意識を変革することが必要です。事務事業の見直

しや改善により、時間当たりの労働生産性を上げていくことで、時間的な余裕

が生まれ、個人の生活全般の充実につながります。

また、本市では次世代育成支援対策推進法に基づく「特定事業主行動計画」

において、子育てしやすい環境づくりや休暇の取得促進に向けた取組を示して

います。国の成長戦略の中核として女性活躍促進の動きが加速化していく中で、

性別を問わず、子育て・介護等の家庭生活における責任を果たしながら、職場

においても活躍できることが重要であり、職員一人ひとりが子育てや介護など

を自分のこととして捉え、お互いに助け合う職場風土を醸成し、ワーク・ライ

フ・バランスを実現できる環境の整備に努めるとともに、「利用しやすい制度」

となるよう、啓発に努めます。

（３）健康管理

職員一人ひとりが自身の能力を最大限発揮しながら、健康な状態で働き続け

るためには、組織として健康管理体制の充実を図っていくことが必要です。

そこで、日々の健康管理に対する積極的な情報発信や相談・指導体制の充実

【取組例】

●各職場で期待すること、求められていることを共有する

●各職場で目的・目標を共有化する

●職場ミーティングや職場研修で業務改善の意欲を高める

【取組例】

●時間外勤務の縮減（事務の簡素・合理化、意識啓発等）

●ノー残業デーの実施

●年次有給休暇等の取得促進

●男性職員の育児休業制度等の利用促進

●産前、産後休暇及び育児休業中のフォローアップ実施

●男女共同参画研修の実施
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を図るとともに、職員が自分自身のストレスや健康状態・ライフスタイルにつ

いて振り返るきっかけをつくるなど、職場での健康管理体制の充実に取り組み

ます。

（４）執務環境管理

職場における職員の健康と安全を確保するために、執務環境を良好に整える

とともに、職員の安全及び衛生管理についての意識を高めていくことが重要で

す。

そこで、職員の安全及び衛生のための情報を積極的に発信することで知識の

普及を図り、安全衛生に関する職員の意識を高めることで、職員の公務災害・

通勤災害の防止、健康の保持及び増進に引き続き取り組みます。

３．人事制度における人材育成

（１）職員採用

職員採用は、この基本方針の「めざす職員像」に向けた、人材育成を行う出

発点です。採用により優れた人材を確保し、育成することは、市民サービスの

向上につながるものと考えます。

そこで、採用制度等について検討を進め、幅広い視野を持ち、環境の変化に

柔軟に対応できる人材や高度･複雑化する行政課題に対応できる専門性を備え

た人材、多種多様な人材の発掘に努めます。

【取組例】

●ハラスメント研修の実施

●定期健康診断の実施

●長期休職者の組織的かつ計画的な職場復帰支援

●健康管理に対する積極的な情報発信と相談・指導

【取組例】

●安全衛生委員会の開催と結果の公表

●安全衛生に関する意識向上

●職員の安全又は衛生のための情報発信、啓発活動

●３Ｓ（整理・整頓・清潔）の推進

【取組例】

●幅広く情報媒体を活用し、採用情報の提供

●基礎的知識や能力、適性等の検証に加え、人物評価、行動

評価につながる試験方法について検討

●行政ニーズに対応した多種多様な人材の確保
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（２）配置管理

行政サービスをよりよいものへと変革し、市民サービスの向上へとつなげて

いくためには、今何が求められているかを職員一人ひとりが考え、実行してい

くことが求められます。このような職員の自律的・自発的行動を促すためには、

職員の意向・能力や資格・適性を把握し、それを踏まえた配置管理が不可欠で

す。

そこで、職員が自分の意向や適性を踏まえ、能力を最大限に発揮できる職場

を主体的に考えるとともに、人事担当部門は、それぞれの所属で求められてい

る人材を考慮した適材適所の職員配置を進めます。

また、配置管理には、様々な分野の業務を経験することで、職員の能力開発

や適性の発見を図る側面もあり、採用から１０年間を能力開発期間と位置づけ、

原則として一般事務職は、異なる部門を概ね１０年以内に３職場を経験できる

よう人事配置に取り組みます。一方、専門的な技術を要する職については、配

置できる職場が限られるため、所属長は係配置、業務分担により異なる職務を

担当できるようにジョブローテーションに取り組み、専門能力の育成に加え、

職員としての総合的な行政スキル向上を図ります。

その間、職員は基本的な知識を習得するとともに、自身の適正を見いだすこ

とで今後のキャリアプラン作成や、自身が進むべき方向を考える重要な時期と

して人材の育成を図ります。

また、これからは性別を問わず個々の能力を行政組織としても十分に活かし、

組織を強化していくことが必要であり、新たに若手職員を対象として、キャリ

アに対する意識啓発等を内容とするキャリアアップ研修を実施します。

（３）人事評価制度

人事評価制度は人材育成の基礎とします。

能力評価は、能力評価期間において職員が職務遂行の中で発揮した能力の程

度を自ら振り返り、その振り返った自己評価を持って上司と面談します。上司

は、役職に求められている能力に対して優れていた点や努力が必要な点を、日

常の行動観察記録に基づく具体的な事実から明らかにし、人材育成に向けた的

【取組例】

●自己申告書による意向把握

●職員がもつ資格、能力の適切な把握

●健康状態（特にメンタルヘルス）の把握

●ジョブローテーションの実施

●若手職員の活躍推進とキャリアアップ研修の実施
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確なアドバイスを行います。

また、業績評価は、評価期間における業務の実施結果を評価するものであり、

職員一人ひとりが組織目標である業務計画及び上位の職にある者の目標設定

をしっかりと把握し、上司と目標設定について面談の上で、自ら年度当初にチ

ャレンジする目標を掲げます。上司と行う面談や日常の職場研修（OJT）の中

で、目標進捗及び達成プロセスを共有し、職員の能力向上や、業務実態に応じ、

業務改善や職場環境の改善がされることで、職員のやる気を引き出し、人材育

成を図ります。

（４）再任用制度

再任用職員の活用により、定年退職者が長年の職務経験の中で培った豊富な

知識や経験の活用を図るとともに、積み重ねられた知識・技術の後輩職員への

伝承を進めます。

【取組例】

●人材育成として人事評価制度の目的、仕組みの理解促進

●評価者の面談技術の向上及び評価の公平性・公正性の確保

【取組例】

●再任用職員を適材適所に配置
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